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和歌山市手数料条例の一部を改正する条例を公布する。 

 令和７年２月２７日 

                           和歌山市長  尾 花 正 啓 

和歌山市条例第１号  

  和歌山市手数料条例の一部を改正する条例 

 和歌山市手数料条例（平成１２年条例第５号）の一部を次のように改正する。 

 第１９条第１号イ中「１４，０００円」を「１６，０００円」に改め、同号ウ中「１９，０００円

」を「２５，０００円」に改め、同号エ中「５００平方メートル」を「３００平方メートル」に、「

５４，０００円」を「４７，０００円」に改め、同号エただし書中「２６，０００円」を「３２，０

００円」に改め、同号中サをシとし、オからコまでをカからサまでとし、エの次に次のように加える。 

オ ３００平方メートルを超え５００平方メートル以下    １件    ６１，０００円 

第１９条中第２号を削り、第３号を第２号とし、同条第４号イ中「１４，０００円」を「１５，０

００円」に改め、同号ウ中「１９，０００円」を「２３，０００円」に改め、同号エ中「３０，００

０円」を「３７，０００円」に改め、同号を同条第３号とし、同条第５号を同条第４号とし、同条第

６号イ中「１３，０００円」を「１４，０００円」に改め、同号ウ中「１８，０００円」を「２１，

０００円」に改め、同号エ中「２９，０００円」を「３３，０００円」に改め、同号を同条第５号と

し、同条中第７号を第６号とし、第８号を第７号とし、同号の次に次の１号を加える。 

（８）検査済証の交付を受ける前における建築物等の仮使用認定申請手数料 

ア 自己の居住の用に供する住宅を建築する場合       １件    ２７，０００円 

イ ア以外の場合                     １件   １２０，０００円 

第１９条中第９号を削り、第９号の２を第９号とする。 

第１９条の３第２項中「及び第２号」を削る。 

 第１９条の４第１項各号を次のように改める。 

（１）低炭素建築物新築等計画の認定の申請に対する審査手数料（建築基準関係規定に適合するかど

うかの審査を伴わないものに限る。） 

  ア 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物（非住宅部分を有する建築物を除く。以下この

条及び次条において同じ。）のうち、一戸建ての住宅（単位住戸（住宅部分の１の住戸をいう。

）の数が１である住宅をいう。以下この条及び次条において同じ。）で当該建築物の床面積の

合計が 

（ア）２００平方メートル未満 

ａ 適合証（住宅品質確保法に規定する登録住宅性能評価機関、建築基準法に規定する指定

確認検査機関又は建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律（平成２７年法律第

５３号。以下「建築物省エネ法」という。）に規定する登録建築物エネルギー消費性能判

定機関が交付する、低炭素建築物新築等計画が認定基準に適合するものであることを証す

る書面をいう。以下この号において同じ。）の添付があるもの     ５，０００円                    

ｂ 適合証の添付がない場合  

（ａ）評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの          １８，０００円 

（ｂ）評価の方法が誘導仕様基準による方法と当該方法以外の方法を併用する方法（以下こ 

の号において「併用方法」という。）のもの           ２６，０００円 
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（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ３５，０００円 

（イ）２００平方メートル以上 

ａ 適合証の添付があるもの                     ５，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの          １９，０００円 

（ｂ）評価の方法が併用方法のもの                 ２９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ３９，０００円 

イ 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物のうち、共同住宅等（一戸建ての住宅以外の住

宅をいう。以下この条及び次条において同じ。）で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）３００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    １０，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

３４，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ） 

を除く。）                          ５３，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ７１，０００円 

（イ）３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    ２１，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

    ５９，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ） 

を除く。）                          ８９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       １１９，０００円 

（ウ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    ４６，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの １０７，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ） 

を除く。）                         １５４，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ２０３，０００円 

（エ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    ８３，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

   １６１，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ） 

を除く。）                         ２２５，０００円 
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（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ２９１，０００円 

（オ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                   １３３，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

    （ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

２９６，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                         ４３４，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ５７２，０００円 

（カ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                   ２０２，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

５０１，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                         ７５６，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの     １，０１２，０００円 

（キ）５０，０００平方メートル以上 

ａ 適合証の添付があるもの                   ３０６，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの ８７８，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                       １，３６９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの     １，８６０，０００円 

ウ 申請に係る建築物が非住宅部分を有する建築物（住宅部分を有する建築物を除く。次条にお

いて同じ。）で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）３００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    １０，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの          ９０，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ２３５，０００円 

（イ）３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    １７，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １１５，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ２９５，０００円 

（ウ）１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    ２８，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 
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（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １５１，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ３８０，０００円 

（エ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                    ８３，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ２４４，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ５４３，０００円 

（オ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                   １３１，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ３１９，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ６６９，０００円 

（カ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                   １６６，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ３８３，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ７９１，０００円 

（キ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満 

ａ 適合証の添付があるもの                   ２０８，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ４５０，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ９０２，０００円 

（ク）５０，０００平方メートル以上 

ａ 適合証の添付があるもの                   ２９１，０００円 

ｂ 適合証の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ５８２，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの          １，１２５，０００円 

エ 申請に係る建築物が住宅部分及び非住宅部分を有する建築物であって 

（ア）住宅部分が一戸建ての住宅であるもの アの規定により算定した額にウの規定により算定

した額を加えた額 

（イ）住宅部分が共同住宅等であるもの イの規定により算定した額にウの規定により算定した

額を加えた額 

（２）低炭素建築物新築等計画の変更の認定の申請（建築基準関係規定に適合するかどうかの審査を

伴わないものに限る。）及び都市の低炭素化の促進に関する法律施行規則（平成２４年国土交通

省令第８６号）第４６条の２の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付に対する審査

手数料 前号の規定中「床面積の合計」とあるのを「変更に係る部分の床面積（床面積の増加を

伴う変更の場合における当該増加する床面積を除く。）の２分の１に相当する床面積と床面積の

増加を伴う変更の場合における当該増加する床面積を合計した床面積」と読み替えて同号の規定

により算定した額 
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（３）低炭素建築物新築等計画の認定の申請（変更の認定の申請を含む。）に対する審査手数料（建

築基準関係規定に適合するかどうかの審査を伴うものに限る。） 第１号又は前号の規定により

算定した額に第１９条第１号の規定により算定した額を加えた額 

 第１９条の４第２項を削る。 

第１９条の５第１項各号を次のように改める。 

（１）建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請に対する審査手数料（建築基準関係規定に適

合するかどうかの審査を伴わないものに限り、認定の申請に係る建築物（以下「申請建築物」と

いう。）以外の建築物（以下「他の建築物」という。）のエネルギー消費性能の向上にも資する

よう、当該申請建築物に自他供給型熱源機器等を設置しようとするものであって、当該計画中に

他の建築物に関する事項を記載しているものについては、申請建築物及び他の建築物ごとに算定

する。） 

ア 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物のうち、一戸建ての住宅で当該建築物の床面積

の合計が 

（ア）２００平方メートル未満 

ａ 評価書面（住宅品質確保法に規定する登録住宅性能評価機関、建築基準法に規定する指

定確認検査機関又は建築物省エネ法に規定する登録建築物エネルギー消費性能判定機関が

発行する建築物のエネルギー消費性能の技術的審査に係る評価書面をいう。以下この号に

おいて同じ。）の添付があるもの                  ５，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの          １８，０００円 

（ｂ）評価の方法が誘導仕様基準による方法と当該方法以外の方法を併用する方法（以下こ

の号において「併用方法」という。）のもの           ２６，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ３５，０００円 

（イ）２００平方メートル以上 

ａ 評価書面の添付があるもの                    ５，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの          １９，０００円 

（ｂ）評価の方法が併用方法のもの                 ２９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ３９，０００円 

イ 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物のうち、共同住宅等で当該建築物の床面積の合

計が 

（ア）３００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   １０，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

３４，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                          ５３，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ７１，０００円 
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（イ）３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   ２１，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

    ５９，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                          ８９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       １１９，０００円 

（ウ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   ４６，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの １０７，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                         １５４，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ２０３，０００円 

（エ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   ８３，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

                                １６１，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                         ２２５，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ２９１，０００円 

（オ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                  １３３，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの ２９６，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                         ４３４，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ５７２，０００円 

（カ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                  ２０２，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

５０１，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                         ７５６，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの     １，０１２，０００円 

（キ）５０，０００平方メートル以上 
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ａ 評価書面の添付があるもの                  ３０６，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法のもの 

     ８７８，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が誘導仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）

を除く。）                       １，３６９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの     １，８６０，０００円 

ウ 申請に係る建築物が非住宅部分を有する建築物で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）３００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   １０，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの          ９０，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ２３５，０００円 

（イ）３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   １７，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １１５，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ２９５，０００円 

（ウ）１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   ２８，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １５１，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ３８０，０００円 

（エ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                   ８３，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ２４４，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ５４３，０００円 

（オ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                  １３１，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ３１９，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ６６９，０００円 

（カ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 

ａ 評価書面の添付があるもの                  １６６，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ３８３，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ７９１，０００円 

（キ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満 
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ａ 評価書面の添付があるもの                  ２０８，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ４５０，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ９０２，０００円 

（ク）５０，０００平方メートル以上 

ａ 評価書面の添付があるもの                  ２９１，０００円 

ｂ 評価書面の添付がない場合 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ５８２，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの          １，１２５，０００円 

エ 申請に係る建築物が住宅部分及び非住宅部分を有する建築物であって 

（ア）住宅部分が一戸建ての住宅であるもの アの規定により算定した額にウの規定により算定

した額を加えた額 

（イ）住宅部分が共同住宅等であるもの イの規定により算定した額にウの規定により算定した

額を加えた額 

（２）建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定の申請（建築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を伴わないものに限る。）及び建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行

規則（平成２８年国土交通省令第５号。以下「建築物省エネ法施行規則」という。）第２８条の

軽微な変更に該当していることを証する書面の交付に対する審査手数料 前号の規定中「床面積

の合計」とあるのを「変更に係る部分の床面積（床面積の増加を伴う変更の場合における当該増

加する床面積を除く。）の２分の１に相当する床面積と床面積の増加を伴う変更の場合における

当該増加する床面積を合計した床面積」と読み替えて同号の規定により算定した額 

（３）建築物エネルギー消費性能向上計画の認定の申請（変更の認定の申請を含む。）に対する審査

手数料（建築基準関係規定に適合するかどうかの審査を伴うものに限る。） 第１号又は前号の

規定により算定した額に第１９条第１号の規定により算定した額を加えた額 

（４）建築物エネルギー消費性能確保計画に対する建築物エネルギー消費性能適合性判定（以下この

条において「適合性判定」という。）の審査手数料 

ア 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物のうち、一戸建ての住宅（気候風土適応住宅を

除く。）で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）２００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                            ５，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法が仕様基準による方法のもの            １８，０００円 

（ｂ）評価の方法が仕様基準による方法と当該方法以外の方法を併用する方法（以下この号

において「併用方法」という。）のもの             ２６，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ３５，０００円 

（イ）２００平方メートル以上 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                            ５，０００円 
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ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法が仕様基準による方法のもの            １９，０００円 

（ｂ）評価の方法が併用方法のもの                 ２９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ３９，０００円 

イ 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物のうち、共同住宅等（気候風土適応住宅を除く。

）で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）３００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           １０，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法のもの    ３４，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）を除

く。）                            ５３，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの        ７１，０００円 

（イ）３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           ２１，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法のもの    ５９，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）を除

く。）                            ８９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       １１９，０００円 

（ウ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           ４６，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で  

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法のもの   １０７，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）を除

く。）                           １５４，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ２０３，０００円 

（エ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           ８３，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法のもの   １６１，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）を除

く。）                           ２２５，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ２９１，０００円 

（オ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 
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ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          １３３，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法のもの   ２９６，０００円   

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）を除

く。）                           ４３４，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの       ５７２，０００円 

（カ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          ２０２，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法のもの   ５０１，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）を除

く。）                           ７５６，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの     １，０１２，０００円 

（キ）５０，０００平方メートル以上 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          ３０６，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法のもの   ８７８，０００円 

（ｂ）全ての単位住戸の評価の方法が仕様基準による方法又は併用方法のもの（（ａ）を除

く。）                         １，３６９，０００円 

（ｃ）評価の方法が（ａ）及び（ｂ）以外の方法のもの     １，８６０，０００円 

ウ 申請に係る建築物が気候風土適応住宅で 

（ア）全ての単位住戸の一次エネルギー消費量の評価の方法が仕様基準による方法のもの ア（

ア）ｂ（ａ）若しくは（イ）ｂ（ａ）又はイ（ア）ｂ（ａ）、（イ）ｂ（ａ）、（ウ）ｂ（

ａ）、（エ）ｂ（ａ）、（オ）ｂ（ａ）、（カ）ｂ（ａ）若しくは（キ）ｂ（ａ）の規定に

より算定した額 

（イ）（ア）以外のもの ア（ア）ｂ（ｂ）若しくは（イ）ｂ（ｂ）又はイ（ア）ｂ（ｂ）、（

イ）ｂ（ｂ）、（ウ）ｂ（ｂ）、（エ）ｂ（ｂ）、（オ）ｂ（ｂ）、（カ）ｂ（ｂ）若しく

は（キ）ｂ（ｂ）の規定により算定した額 

エ 申請に係る建築物が非住宅部分を有する建築物のうち、工場等（工場、危険物の貯蔵若しく

は処理に供するもの、水産物の増殖場若しくは養殖場、倉庫、卸売市場、火葬場若しくはと畜

場、汚水処理場、ごみ焼却場その他の処理施設の用途に供するもの又はこれらに類するものを

いう。オにおいて同じ。）以外で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）３００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           １０，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 
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（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの          ９０，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ２３５，０００円 

（イ）３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           １７，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １１５，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ２９５，０００円 

（ウ）１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           ２８，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １５１，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ３８０，０００円 

（エ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           ８３，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ２４４，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ５４３，０００円 

（オ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          １３１，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ３１９，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ６６９，０００円 

（カ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          １６６，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ３８３，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ７９１，０００円 

（キ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          ２０８，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ４５０，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ９０２，０００円 

（ク）５０，０００平方メートル以上 
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ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          ２９１，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ５８２，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの          １，１２５，０００円 

オ 申請に係る建築物が非住宅部分を有する建築物のうち、工場等で当該建築物の床面積の合計

が 

（ア）３００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           １０，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの          １９，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの             ２４，０００円 

（イ）３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           １７，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの          ２７，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの             ３２，０００円 

（ウ）１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           ２８，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの          ３９，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの             ４４，０００円 

（エ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満   

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                           ８３，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの          ９９，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            １０５，０００円 

（オ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          １３１，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １４８，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            １５６，０００円 

（カ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている
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他の建築物                          １６６，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         １８４，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            １９３，０００円 

（キ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          ２０８，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ２２９，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ２３９，０００円 

（ク）５０，０００平方メートル以上 

ａ 申請に係る建築物が認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に記載されている

他の建築物                          ２９１，０００円 

ｂ ａ以外の建築物で 

（ａ）評価の方法がモデル建物法による方法のもの         ３１８，０００円 

（ｂ）評価の方法が（ａ）以外の方法のもの            ３３０，０００円 

カ 申請に係る建築物が住宅部分及び非住宅部分を有する建築物であって 

（ア）住宅部分が一戸建ての住宅であるもの（当該住宅部分が気候風土適応住宅であるものを除

く。） アの規定により算定した額にエ又はオの規定により算定した額を加えた額 

（イ）住宅部分が共同住宅等であるもの（当該住宅部分が気候風土適応住宅であるものを除く。

） イの規定により算定した額にエ又はオの規定により算定した額を加えた額 

（ウ）住宅部分が気候風土適応住宅であるもの ウの規定により算定した額にエ又はオの規定に

より算定した額を加えた額 

（５）建築物エネルギー消費性能確保計画の変更に対する建築物エネルギー消費性能適合性判定及び

建築物省エネ法施行規則第１３条の軽微な変更に該当していることを証する書面の交付に対する

審査手数料 前号の規定中「床面積の合計」とあるのを「変更に係る部分の床面積（床面積の増

加を伴う変更の場合における当該増加する床面積を除く。）の２分の１に相当する床面積と床面

積の増加を伴う変更の場合における当該増加する床面積を合計した床面積」と読み替えて同号の

規定により算定した額 

（６）適合性判定を行うことが比較的容易なものとして建築物省エネ法施行規則第２条第１項第１号

に規定する建築行為に係る建築物であり、適合性判定を受けない場合の第１９条第１号の審査手

数料に加算する審査手数料 

ア 申請に係る建築物が一戸建ての住宅で当該建築物の床面積の合計（建築物省エネ法施行規則

第２条第１項第１号に規定する建築行為に係る建築物の床面積の合計であり、当該建築行為に

係る建築物が複数ある場合は合計の床面積とする。以下この号において同じ。）が 

（ア）２００平方メートル未満のもの                  １３，０００円 

（イ）２００平方メートル以上のもの                  １５，０００円 

イ 申請に係る建築物が共同住宅等で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）３００平方メートル未満のもの                  ２４，０００円 
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（イ）３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの     ３８，０００円 

（ウ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの   ６０，０００円 

（エ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの 

７８，０００円 

（オ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 

   １６３，０００円 

（カ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満のもの 

 ２９９，０００円 

（キ）５０，０００平方メートル以上のもの              ５７２，０００円 

（７）第１９条第１号シ（イ）に規定する計画の変更に伴い建築物のエネルギー消費性能に関する変

更（軽微な変更を除く。）を行う場合であって、適合性判定を行うことが比較的容易なものとし

て建築物省エネ法施行規則第２条第１項第１号に規定する建築行為に係る建築物であり、適合性

判定を受けない場合の第１９条第１号の審査手数料に加算する審査手数料 前号の規定中「床面

積の合計」とあるのを「変更に係る部分の床面積（床面積の増加を伴う変更の場合における当該

増加する床面積を除く。）の２分の１に相当する床面積と床面積の増加を伴う変更の場合におけ

る当該増加する床面積を合計した床面積」と読み替えて同号の規定により算定した額 

（８）建築物省エネ法第１１条第１項に規定する特定建築行為（以下「特定建築行為」という。）に

係る建築物の第１９条第３号又は第５号の完了検査手数料に加算する完了検査手数料 

ア 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物のうち、一戸建ての住宅であるもの（申請に係

る建築物が複数ある場合を含む。）                   ５，０００円 

イ 申請に係る建築物が住宅部分を有する建築物のうち、共同住宅等で当該建築物の床面積の合

計（特定建築行為に係る建築物の床面積の合計で、当該建築物が複数ある場合は合計の床面積

とする。以下この号において同じ。）が 

（ア）３００平方メートル未満のもの                  １０，０００円 

（イ）３００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの     ２１，０００円 

（ウ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの   ４６，０００円 

（エ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの  ８３，０００円 

（オ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの  

１３３，０００円 

（カ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満のもの 

                                 ２０２，０００円 

（キ）５０，０００平方メートル以上のもの              ３０６，０００円 

ウ 申請に係る建築物が非住宅部分を有する建築物で当該建築物の床面積の合計が 

（ア）３００平方メートル未満のもの                  １０，０００円 

（イ）３００平方メートル以上１，０００平方メートル未満のもの     １７，０００円 

（ウ）１，０００平方メートル以上２，０００平方メートル未満のもの   ２８，０００円 

（エ）２，０００平方メートル以上５，０００平方メートル未満のもの   ８３，０００円 

（オ）５，０００平方メートル以上１０，０００平方メートル未満のもの １３２，０００円 

（カ）１０，０００平方メートル以上２５，０００平方メートル未満のもの 
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 １６６，０００円 

（キ）２５，０００平方メートル以上５０，０００平方メートル未満のもの 

                        ２０８，０００円 

（ク）５０，０００平方メートル以上のもの              ２９１，０００円 

エ 申請に係る建築物が住宅部分及び非住宅部分を有する建築物であって 

（ア）住宅部分が一戸建ての住宅であるもの アの規定により算定した額にウの規定により算定

した額を加えた額 

（イ）住宅部分が共同住宅等であるもの イの規定により算定した額にウの規定により算定した

額を加えた額 

 第１９条の５第２項から第５項までを削る。 

第４７条第１項中「第３６条の２第１項」を「第３６条第１項」に改め、同条第２項に次の１号を

加える。 

（３１）旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者等に対する補償金等の支給等に関する法律（令

和６年法律第７０号）第３７条の規定に該当する者 

   附 則 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第４７条第１項の改正規定及び同条第２

項に１号を加える改正規定は、公布の日から施行する。 

２ この条例による改正後の第１９条、第１９条の３第２項、第１９条の４及び第１９条の５の規定

は、この条例の施行の日以後にされる申請に係る手数料について適用し、同日前にされた申請に係

る手数料については、なお従前の例による。 

（令和７年２月２７日掲示済） 
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 和歌山市環境と大規模な太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例施行規則の一部を改正する

規則を公布する。 

  令和７年２月１８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第４号 

   和歌山市環境と大規模な太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例施行規則の 

一部を改正する規則 

 和歌山市環境と大規模な太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例施行規則（平成３０年規則

第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２項中「をした」を「を終えた」に改める。 

第９条第２項中「宅地造成等規制法の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備に関する政

令（令和４年政令第３９３号）第１条の規定による改正前の宅地造成等規制法施行令（昭和３７年政

令第１６号。以下「旧宅造法施行令」という。）第５条」を「宅地造成及び特定盛土等規制法施行令

（昭和３７年政令第１６号。以下「盛土規制法施行令」という。）第７条、第１８条及び第１９条」

に改め、同条第３項第２号中「旧宅造法施行令第１３条」を「盛土規制法施行令第１６条」に、同項

第３号中「その他崖面」を「、崖面その他の地表面」に、「旧宅造法施行令第６条から第１２条まで

及び第１４条」を「盛土規制法施行令第８条から第１５条まで及び第１７条」に、「旧宅造法施行令

第１５条」を「盛土規制法施行令第２０条」に、同条第９項第３号中「宅地造成等規制法の一部を改

正する法律（令和４年法律第５５号）による改正前の宅地造成等規制法（昭和３６年法律第１９１号。

以下「旧宅造法」という。）第２条第２号の宅地造成であって、旧宅造法第３条第１項の宅地造成工

事規制区域において行われるものに該当する」を「宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律

第１９１号。以下「盛土規制法」という。）第１２条第１項又は盛土規制法第３０条第１項の許可を

要する行為である」に、「旧宅造法第８条第１項」を「盛土規制法第１２条第１項若しくは盛土規制

法第３０条第１項」に改める。 

第１０条第１項を削り、同条第２項中「旧宅造法第２条第２号の宅地造成であって、旧宅造法第３

条第１項の宅地造成工事規制区域において行われ、」を削り、同項を同条とする。 

第１９条第２項第１号中「協議終了通知書」の次に「の写し」を加える。 

 別記様式第３号及び第２０号中「宅地造成の有無」を「宅地造成等の有無」に、 

「 

 

 

                                           

 

                                            」 

を 

「 

 

                                           

 

宅地造成工事規制区域 

（旧宅造法第３条第１項） 
全域・一部・無 

旧宅造法第２条第２号の宅地造成 

※宅地造成工事規制区域の区域の外において行われる場合のみ回答して

ください。 

有・無 

 

宅地造成等工事規制区域 

（盛土規制法第１０条第１項） 
全域・一部・無 

特定盛土等規制区域 

（盛土規制法第２６条第１項） 
全域・一部・無 

                                          」 



           和歌山市公報（号外第４号）  令和７年（２０２５年） ２月２７日 

 

－18－ 

                                            」 

に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。

（令和７年２月１８日掲示済） 
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形  ゴルフ帽 

   青果部  はい色 

色 

   水産物部 こん色 

「 

」 

を 
形  ゴルフ帽その他これに類するもの 

色  紺色その他これに類するもの 

「 

」 
に改め 図第２号中 

る。 

 和歌山市中央卸売市場業務条例施行規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年２月２５日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

和歌山市規則第５号 

和歌山市中央卸売市場業務条例施行規則の一部を改正する規則 

 和歌山市中央卸売市場業務条例施行規則（昭和４９年規則第１８号）の一部を次のように改正する。 

 第２０条第３項第４号中「若しくは」を「又は」に、「３年」を「１年」に改める。 

 第７１条第１項中「事務所における備置きにより」を「市場内の見やすい場所に掲示して」に改め

る。 

 

 

 

 

 

   附 則 

 この規則は、令和７年４月１日から施行する。 

（令和７年２月２５日掲示済）
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和歌山市告示第４９号 

和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年条例第９号）第９条第２項の規定に基づき、放置禁

止区域内に放置されていた自転車等を移動し、保管したので、同条例第１０条第１項の規定により告示する。 

令和７年２月１８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 放置されていた場所及び移動し、保管した年月日 

放置されていた場所 移動し、保管した年月日 

ＪＲ和歌山駅中央口周辺自転車等放置禁止区域 令和７年２月１日、同月５日、同月７日及び同月１

５日 

ＪＲ和歌山駅東口周辺自転車等放置禁止区域 令和７年２月３日 

南海和歌山市駅前周辺自転車等放置禁止区域 令和７年２月４日及び同月１０日 

２ 移動し、保管した理由 

  和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例第９条第２項に該当したため 

３ 保管場所 

  名 称 紀和駅前自転車等保管所 

 所在地 和歌山市宇治家裏１６７番１ 

  電 話 ４２２－４１００ 

４ 返還を受けるために必要なもの 

（１）自転車等の鍵 

（２）住所及び氏名を確認できるもの 

（３）費用 

自 転 車 １台につき ２，５００円 

原動機付自転車 

普通自動二輪車 

大型自動二輪車 

１台につき ４，０００円 

５ 返還できる日時等 

（１）返還日 

   月曜日から土曜日までの日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日並

びに１月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日までの日を除く。） 

（２）返還時間 

   午前９時から午後６時まで 

（３）その他 

   （１）及び（２）にかかわらず、天災地変により返還できないときもある。 

６ 問い合わせ先 

  和歌山市 都市建設局 都市計画部 まちなみ景観課 電話４３５－１０８２ 

（令和７年２月１８日掲示済） 
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和歌山市告示第５０号 

和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年条例第９号）第９条の２第２項の規定に基づき、放

置禁止区域外に放置されていた自転車等を移動し、保管したので、同条例第１０条第１項の規定により告示する。 

令和７年２月１８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 放置されていた場所及び移動し、保管した年月日 

放置されていた場所 移動し、保管した年月日 

和歌山市内一円市道上、無料駐輪場及び小倉小学

校 

令和７年２月３日、同月５日、同月１０日、同月

１２日及び同月１４日 

２ 移動し、保管した理由 

  和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例第９条の２第２項に該当したため 

３ 保管場所 

  名 称 紀和駅前自転車等保管所 

 所在地 和歌山市宇治家裏１６７番１ 

  電 話 ４２２－４１００ 

４ 返還を受けるために必要なもの 

（１）自転車等の鍵 

（２）住所及び氏名を確認できるもの 

（３）費用 

自 転 車 １台につき ２，５００円 

原動機付自転車 

普通自動二輪車 

大型自動二輪車 

１台につき ４，０００円 

５ 返還できる日時等 

（１）返還日 

   月曜日から土曜日までの日（国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日並

びに１月２日、同月３日及び１２月２９日から同月３１日までの日を除く。） 

（２）返還時間 

   午前９時から午後６時まで 

（３）その他 

   （１）及び（２）にかかわらず、天災地変により返還できないときもある。 

６ 問い合わせ先 

和歌山市 都市建設局 都市計画部 まちなみ景観課 電話４３５－１０８２ 

（令和７年２月１８日掲示済）
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和歌山市告示第５１号 

和歌山市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和６０年条例第９号）第１０条第３項の規定に基づき、利用

者又は所有者から引取りのない自転車等を次のとおり処分するので、同条第４項の規定により告示する。 

令和７年２月１８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

１ 処分理由 

  移動し、保管した旨を告示した日から起算して９０日を経過したが、引取りがないため 

２ 処分年月日 

  令和７年２月１９日 

３ 処分自転車等の放置されていた場所、移動し、保管した年月日及び移動し、保管した旨を告示した年月日 

放置されていた場所 移動し、保管した年月日 移動し、保管した旨を告示した年月日 

ＪＲ和歌山駅中央口周辺自

転車等放置禁止区域 

令和６年１１月９日 令和６年１１月２０日 

ＪＲ和歌山駅東口周辺自転

車等放置禁止区域 

令和６年１１月７日及び同月１４

日 

令和６年１１月２０日 

和歌山市内一円市道上、無

料駐輪場、美園公園、向之

芝公園及び栄谷公園 

令和６年１１月１日、同月５日、

同月１２日及び同月１５日 

令和６年１１月２０日 

４ 処分自転車等の保管場所 

  名 称 紀和駅前自転車等保管所 

  所在地 和歌山市宇治家裏１６７番１ 

  電 話 ４２２－４１００ 

（令和７年２月１８日掲示済）
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和歌山市告示第５２号 

 次に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないため後期高齢者医療保険料決定（変更）通知書が送達

できないので、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１１２条において準用する地方

税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 なお、送達すべき後期高齢者医療保険料決定（変更）通知書は、保険総務課において保管し、送達を受けるべ

き者の申出により交付する。 

令和７年２月２１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓 

年度 種別 

令和６年度 後期高齢者医療保険料 

（別紙省略） 

（令和７年２月２１日掲示済） 
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和歌山市告示第５３号 

 次に係る別紙の者は、その住所及び居所が明らかでないため後期高齢者医療保険料督促状が送達できないので、

高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第１１２条において準用する地方税法（昭和２５

年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 なお、送達すべき後期高齢者医療保険料督促状は、保険総務課において保管し、送達を受けるべき者の申出に

より交付する。 

令和７年２月２１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓 

年度 種別 備考 

令和６年度 後期高齢者医療保険料 納期は、令和７年３月１０日に変更する。 

（別紙省略） 

（令和７年２月２１日掲示済）
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和歌山市告示第５４号 

 行旅病人及行旅死亡人取扱法（明治３２年法律第９３号）第９条の規定により次のとおり告示します。 

 お心当たりのある方は、和歌山市福祉事務所生活支援第１課まで申し出てください。 

  令和７年２月２１日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

 

１ 本籍及び住所 

  不詳  

２ 氏名、性別、年齢及び職業 

  氏名 不詳、性別 男性（推定）、年齢 推定３０～５０歳代、職業 不詳 

３ 体格等 

  不詳 

４ 着衣等 

  不詳 

５ 所持金品等 

  所持金 なし 

  所持品 なし 

６ 死体の発見日時及び場所 

  令和６年１２月２１日 午後３時００分頃 

 和歌山市栄谷５０３番地５北方図測１５メートル先雑木林内 

７ 死亡原因 

 不詳 

８ 死亡日時 

  令和４年から６年頃（推定） 

９ 死体の処置 

  令和７年２月１０日和歌山市斎場で火葬し、遺骨は生活支援第１課にて保管しています。 

（令和７年２月２１日掲示済）
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和歌山市告示第５５号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条の規定に基づき、道路区域を次のように変更し、令和７年  

２月２５日から供用を開始する。 

その関係図面は、和歌山市都市建設局道路河川部道路管理課において告示の日から１４日間一般の縦覧に供

する。 

  令和７年２月２５日 

                                和歌山市長  尾 花 正 啓 

整理番号 路線名 区域変更の区間 

旧

新

別 

延長 

（ｍ） 

幅員 

（ｍ） 

１６－１５５ 出島有本線 

和歌山市松島５５８番１３地先 

      ～ 

和歌山市松島５８３番４地先 

旧 ２４６８．７０ 

５．５０  

～ 

９．００  

新 ２４３２．５０ 

５．５０ 

～  

９．００ 

（令和７年２月２５日掲示済）
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和歌山市告示第５６号 

令和７年２月２６日市議会定例会において議決された令和６年度補正予算の要領を、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２１９条第２項の規定により、別添のとおり公表する。 

令和７年２月２７日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

（令和７年２月２７日掲示済）  
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和歌山市告示第５７号 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条の規定に基づき、道路区域を次のように決定し、令和７年 

２月２７日から供用を開始する。 

その関係図面は、和歌山市都市建設局道路河川部道路管理課において告示の日から１４日間一般の縦覧に供

する。 

  令和７年２月２７日 

                                和歌山市長  尾 花 正 啓 

整理番号 路線名 
起点 延長 幅員 

終点 （ｍ） （ｍ） 

３０－１３７ 東山東１３７号線 

和歌山市大河内１２９番２地先  ５．０７ 

      ～ １６３．１ ～ 

和歌山市大河内１１９番１地先  ８．７５ 

（令和７年２月２７日掲示済）
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公   告 

 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号による道路の位置を次のとおり指定

する。            

令和７年２月１８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    
指定年月日 

指定番号 

地名地番 申請者住所氏名 道路幅員×延長 

  総延長 

令和７年２月１４日 

和建指第２７６２号 

和歌山市鷹匠町五丁目１

番３の一部 

 

 

和歌山市堀止東一丁目１

番１８号 

ハイコート株式会社 

代表取締役 古川 陽一

郎 

６．００ｍ × ３０．９０ｍ 

 

 

 

 ３０．９０ｍ 

（令和７年２月１８日掲示済） 
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公   告 

 

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定

に基づき公告する。 

令和７年２月１８日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

和歌山市里字町２７０番１、２７０番３、水路 
和歌山市船場町１１番地 

有限会社クローバーホーム 代表取締役 山田雪恵 

和歌山市楠本字内島１４１番１、１４１番３、１４２番

１、島字中條２４４番２、２４４番３ 

和歌山市楠本１４１番地５ 

株式会社キタタニ 代表取締役 北谷慎市郎 

和歌山市内原字中浜８９１番１、里道 
和歌山市黒田一丁目２番１７号 

アズマハウス株式会社 代表取締役 東 行男 

（令和７年２月１８日掲示済）  
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公告 

 

 次の自動車臨時運行許可番号標は失効したので、和歌山市自動車臨時運行許可条例第６条の規定に基づき公告

する。 

令和７年２月２０日 

和歌山市長  尾 花 正 啓 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和７年２月２０日掲示済） 

  

自動車臨時運行許可番号標番号 失効年月日 

和歌山  １－８８ 和歌山 令和７年２月２０日 

和歌山 ２９－２３ 和歌山 令和７年２月２０日 

和歌山 ２９－８４ 和歌山 令和７年２月２０日 

和歌山 ３０－０４ 和歌山 令和７年２月２０日 
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－32－ 

次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定

に基づき公告する。 

令和７年２月２５日 

和歌山市長  尾 花 正 啓    

開発区域又は工区に含まれる地域の名称 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

和歌山市鳴神字砂子１０３３番１、１０３３番

２、１０３３番４ 

大阪府岸和田市土生町一丁目４番２３号  

フジ住宅株式会社 代表取締役 宮脇宣綱 

（令和７年２月２５日掲示済） 
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－33－ 

公       告 

 農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条第１項の規定により和歌山農業振興地

域整備計画を令和７年２月２７日に変更したので、同条第４項において準用する同法第１２条の規定により公告

し、当該変更後の和歌山農業振興地域整備計画を和歌山市産業交流局農林水産部農林水産課において縦覧に供す

る。 

   令和７年２月２７日 

和歌山市長  尾 花 正 啓 

（令和７年２月２７日掲示済）
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－34－ 

和歌山市選挙管理委員会告示第７号 

 和歌山市選挙管理委員会を次のとおり招集する。 

  令和７年２月２１日 

和歌山市選挙管理委員会 

委員長 宮 原 秀 明 

１ 日時 令和７年３月３日（月）午前９時００分 

２ 場所 和歌山市西汀丁３６番地 

和歌山商工会議所１階選挙管理委員会室 

３ 案件 

（１） 選挙人名簿に登録するについて 

（２） 直接請求に必要な選挙人の数について 

（３） 選挙人名簿から抹消するについて 

                            （令和７年２月２１日掲示済） 
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－35－ 

和歌山市教育委員会告示第３号 

 和歌山市教育委員会臨時会を次のとおり開催することとし、招集したので告示する。 

令和７年２月２５日 

                                和歌山市教育委員会      

                                教育長  阿 形 博 司 

１ 日時 令和７年２月２７日（木） 午後６時００分から 

２ 場所 和歌山市七番丁２３番地 

     和歌山市役所１１階 教育委員室 

３ 事案 

（１）和歌山市立幼稚園の今後について 

（２）２０２５年度和歌山市学校教育指針について 

（３）人事案件について 

（４）人事案件について 

（５）その他 

（令和７年２月２５日掲示済）

 


